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てんかん発作による暴走事故
裁判から考える医療の役割

この報告について
• 本報告は当会法人本部の調査研究事業の一環として行ったボランティア活動です。調査にあたっては以下の方々からの協力を得ました。

三多摩法律事務所様 神戸新聞社会部様 兵庫県議会議員きだ結様

すべての医療スタッフは、運転リハについて、何よりも「どうすれば患者の安全を確保できるのか」と「どうすれば患者を加害者にさせないか」を考
えている。このことを前提にして、この調査は行われ、問題提起と検討の要素として発表いたします。

発表の内容には、事件や関係者を特定できる可能性のある情報が含まれていますので、資料の取り扱いにはご配慮をお願いいたします。
ただし、内容はすでに報道、また裁判で公表されているもののみとなっています。

■事件を防ぐ手立ては無かったか?
■運転者に自主的に運転を中止させることは出来なかったのか?
■「本人の認識」についての医療の関与。
■運転支援を医療機関が担う責任。

本事例の紹介を通じて、改めて考える機会になれば・・・
＊本報告は裁判傍聴時の取材メモを参考にしたものであり、裁判所提出の各種証拠資料を確認したわけではありません。
＊あくまでも検察及び弁護側の主張と、裁判所の認定であることにご留意ください

危険運転致死傷罪3条とは
自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律。略称は自動車運死傷行為処罰法

•第3条（病気運転致死傷と呼ばれている）
アルコール又は薬物の影響により、その走行中に正常な運転に支
障を生じるおそれがある状態で、自動車を運転し、よって、その
アルコール又は薬物の影響により正常な運転が困難な状態に陥り、
人を負傷させた者は十二年以下の懲役に処し、人を死亡させた者
は十五年以下の懲役に処する。
２自動車の運転に支障を及ぼすおそれがある病気として政令で定
めるものの影響により、その走行中に正常な運転に支障が生じる
おそれがある状態で、自動車を運転し、よってその病気の影響に
より正常な運転が困難な状態に陥り、人を死傷させた者も、前項
と同様とする。

一定の病気にかかる危険運転致死傷罪の類型別適用件数（平成２７年/令和元年）

危険運転致死傷に該当する可能性のある病気等
●道路交通法上の「一定の症状を呈する病気等」に該当する病気や障害
●運転禁止医薬品の服用
＊認知症は対象外（刑事責任能力を問われるため）
＊令和元年の薬物事案は調査中

致傷 致死 合計
統合失調症 ４/０ ０/１ ４/１
てんかん発作 ４０/３７ ２/３ ４２/４０
再発性の失神 ４/１ １/０ ５/１
低血糖 １７/１９ １/０ １８/１９
そう鬱病 ３/３ ０/０ ３/３
重度の眠気の症状
を呈する睡眠障害

５/２ ２/０ ７/２

薬物 ２３/--- ０/--- ２３/---

合計 ９６ ６ １０２
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事故捜査の強化
危険運転致死傷３条に該当する
可能性のある事故捜査の強化

病気・肢体不自由・服薬
主治医の助言・

法成立までの議論
•栃木県鹿沼市で発生したてんかん発作による事故（6名死亡）
•京都祇園でのてんかん発作による事故（8名死亡）
上記が契機となりＨ２５年に成立した。

国会質疑や法制審議会では、病気運転致死傷について、様々な批判があっ
たが、最終的には与党多数の採決によって可決した。元々はてんかん発作
による事故が発端であったが、「一定の症状を呈する病気等」や「服薬の
影響」も含まれた形になってしまった。

事故の概要
•被害 重症を含め5名が怪我（死亡者なし）
•被告 63歳男性
•起訴罪名 危険運転致傷罪
駅前ロータリーを進行中、てんかん発作を起こし意識消失。その
まま歩道に乗り上げ走行しながら歩行者をはね、駅前道路を横断
して、反対車線の建物に衝突し停止した。

検察の主張・弁護側の主張
•検察の主張
被告は過去にてんかん発作による事故を複数回起こしており、て
んかん発作により安全な運転できない状態であることを認識でき
た。
•弁護側の主張
これまで医師からてんかんであると診断を受けたことは無く、医
師から運転を控えるよう言われたことは無い。「本人の認識」に
は、医師の診断が必要。また、過去の事故についても事故原因は
不明。

安全な運転が出来ない状態であると本人が認識していたかどうかが争われた。
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病歴・事故歴 本人の認識についての裁判所の判断
•判決 懲役3年執行猶予4年
•控訴 弁護側は当初は控訴をしたが、その後取り下げたため判
決が確定した。

•裁判所の認定
●必ずしも医師の確定診断は必要ない。
●本人の認識については、以下の点を総合的に判断した。
①家族の忠告 ②ＰＴからの助言 ③過去の事故歴

運転を控えるという助言
１、明確にわかりやすく、事の重大さを丁寧に伝えよう。
２、出来れば家族にも伝えよう。
３、運転を控える助言を与えられるのは「医師」「薬剤師」

助言を受け入れて運転を控える患者がいる一方で、助言を無視
する患者がいることは当然です。なぜなら、運転することは個
人の権利の行使という側面を持っています。
従って、個人の権利を優先し、医師の助言を受け入れなかった
場合は、当然個人の責任において刑務所に入ってもらうほかあ
りません。

免許を取り消す診断書を渡すより、運転を控えるよう助言を与えて、
回復を待つ。また、ご本人やご家族によく考える時間を与える方が
良いケースもあるはずです。
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聴覚・言語障害と救護義務+自動車保険
以前は救護義務（電話での１１０番・１１９
番通報）を果たせないとの理由で、言語障害
者に対して運転不可の診断書を書いていた医
療機関がありましたが、本来、救護義務違反
はひき逃げに対する罪であり、この考え方は
間違っています。
特に、昨年から全国すべてのエリアで、「緊
急通報アプリ」サービスが開始されており、
電話での発話に困難があったり、聴覚障害が
あるドライバーは、必ずこのアプリを導入し
て、不測の事態に対応できるよう準備しましょう。
APPストア他で無料で入手できます。

まとめ
•本人が自主的に運転を控える決断。
•医療機関が「運転を控える」という助言には非常に大きな意味
を有している。

•医師の診断や助言ばかりでなく、他の医療従事者からの助言も
「本人の認識」を立証する要素となる。

•運転を控える旨の助言が、本人に明確に伝わったか?
•発作や服薬など、運転を控える必要が高いケースが複数あった
と類推されるが、運転を控えるよう助言を受けていなかった可
能性が高い。


